一般廃棄物の処理

【処理責任等】
市町村は、一般廃棄物処理計画に従って、その区域内における一般廃棄

物の処理を行わなければなりません。
　　　家庭から出る生活系ごみは、市町村が一般廃棄物の処理に関する計画（一般廃棄物処理計画）を定めて、一般廃棄物処理計画に従って、収集、運搬及び処分を行います。

　　　岩手県内では、一般廃棄物処理計画に従って、平成２７年１月現在で、３３市町村と１２の広域連合等（広域連合及び一部事務組合）（以下「市町村等」という。）で処理事業を行っています。

　　　事業者は、その事業活動に伴って出されるすべての廃棄物を自らの責任で処理することになっています。小売店やレストラン等の事業活動から出される事業系ごみは、事業者の責任で適正に処理することになります。

なお、一般廃棄物については、市町村の処理責任を原則としていますので、事業者が自らの手で処理するほか、市町村の処理事業へ処理を委託することもできます。この場合、事業者が「自らの責任において適正に処理する」ということは、市町村の処理責任の下で、なるべく自らの手で処理するよう努めるほか、一般廃棄物処理計画に従い、市町村の行う処理に協力すること、市町村の指示に従うことを意味します。

　　　市町村は、再生利用できるものを除き、燃やせるごみは焼却し、燃やせないごみは、破砕等の中間処理をして、焼却した残渣（さ）や中間処理されたごみは、最終処分場に埋め立てます。

　　　し尿は、下水道での処理を除き、し尿浄化槽や市町村等のし尿処理場等で処理されます。

【処理業（収集運搬業又は処分業）】
・市町村の許可制 

・施設及び申請者の能力が基準に適合し、申請内容が一般廃棄物処理計画に適合する場合に許可

・指導監督は市町村長による報告徴収、立入検査、改善命令、措置命令等 

【処理施設】
・１日当たり５トン以上の処理能力がある処理施設を設置しようとする場合には、都道府県知事（政令市長）の設置許可制（ただし、市町村が設置する場合は届出）

・設置計画が技術上の基準及び維持管理の技術上の基準に適合し、設置計画及び維持管理計画が周辺地域の生活環境の保全に適正に配慮されたものである場合は許可。 

・指導監督は都道府県知事（政令市長）による報告徴収、立入検査、改善命令等 
※　本県では、知事による許可に先立って、循環型地域社会の形成に関する条例に基づき、知事に対し事前協議をする必要があります。

　　事前協議では、上記の技術的な基準等を満たすことをはじめ、立地に当たっての種々の開発規制法等との調整又は立地市町村や地域住民との調整を行う必要があります。

※　施設の設置許可・事前協議については、詳しくは、「廃棄物処理施設設置許可申請書作成の手引き及び廃棄物処理施設等設置等事前協議書作成の手引きについて」のページをご覧ください。

http://www.pref.iwate.jp/kankyou/sanpai/003200.html
【輸出入規制】
国内処理原則により、輸出には環境大臣の確認が必要 

【再生利用に係る特例】
生活環境保全上支障のない一定の再生利用について環境大臣の認定を受けた場合

には、処理業及び処理施設の設置の許可は不要 

【広域的処理に係る特例】
一定の広域的な処理について環境大臣の認定を受けた場合は、廃棄物処理業の許可は不要

廃棄物の投棄・焼却の禁止

【投棄禁止】
何人も、みだりに廃棄物を捨ててはなりません。
【焼却の禁止】
何人も、次に掲げる場合を場合を除き、廃棄物を焼却してはなりません。

(１)　処理基準に従って行う廃棄物の焼却

(２)　法令又はこれに基づく処分により行う廃棄物の焼却

(３)　次に挙げるもので

　　　　　公益上若しくは社会の慣習上やむを得ない又は

　　　　　周辺地域の生活環境に与える影響が軽微である場合

　　　　ア　国又は地方公共団体がその施設の管理を行うために必要な廃棄物の焼却 

例）河川敷の草焼き、道路側の草焼き 

　　　　イ　震災、風水害、火災、凍霜害その他の災害の予防、応急対策又は復旧のために必要な廃棄物の焼却 

例）災害等の応急対策、火災予備訓練 

ウ　風俗習慣上又は宗教上の行事を行うために必要な廃棄物の焼却 

 　　　　　例）正月の「しめ縄、門松等」を焚く行事 

　　　　エ　農業、林業又は漁業を営むためにやむを得ないものとして行われる廃棄物の焼却 

 　　　　　例）焼き畑、畔の草及び下枝の焼却、魚網にかかったゴミの焼却 

　　　　オ　たき火その他日常生活を営む上で通常行われる廃棄物の焼却であって軽微なもの 

 　　　　　例）落ち葉焚き、キャンプファイヤー 

※　罰則

　　焼却の禁止に違反した者は、５年以下の懲役、１，０００万円以下の罰金又はその併科が科せられます（法人によるものは、1億円以下の罰金）。また、焼却の未遂や、焼却を行う目的で廃棄物の収集又は運搬をした者にも罰則が適用されます。

ごみ処理の流れ

　　市町村等が行うごみの処理は、まず、ごみを収集することから始まります。

　そして、収集したごみを選別し、処理施設で減量化・減容化のための処理を

行い、最終処分場に埋め立てることになります。

【ごみの収集】

　　ごみは、各家庭からゴミステーション（ごみ集積所）に出されます。これを市町村等が収集しますが、ごみの性状により最適な処理方法が異なるため、県内すべての市町村等で燃えるごみ、燃えないごみ、粗大ごみというようにそれぞれ分別して収集しています。

　　また、古紙、缶、瓶などは、それぞれ、紙、鉄やアルミ、瓶の原料になりますが、このように資源として利用（再資源化）又は再度使用（再利用）できるごみを「資源ごみ」といい、各市町村等で分別収集しています。

＜減量化・減容化のための処理＞

①　焼却

　　燃やせる物は、焼却炉で燃やして、減量化・減容化します。燃やせる物の範囲は、焼却炉の性能などを考慮して市町村等が決めています。例えば、プラスチック類は、燃えるとき、発熱量が大きく、塩化水素等の有害物質が発生するものがあるため、高温に耐えられない焼却炉や排ガス処理装置が対応できない場合などは燃やしません。

②　破砕・圧縮

　　燃やせないごみを埋め立てる場合は、容積を減らすために小さく砕いたり圧縮します。

＜再資源化のための処理＞

　資源ごみとして分別収集されたスチール缶やアルミ缶、破損・圧縮の時選別された鉄やアルミは、固まりにプレスされて資源回収者に引き渡されます。

　また、びんについては、再使用できるびんは生きびんとしてびん商に、その他のびんは、砕いた状態でカレット業者に引き渡されます。

＜最終処分＞

　家庭ごみを焼却した灰、燃えないごみや処理した残りなどは、遮水シートなどにより地下水が汚染されないようにし、浸出水は水処理施設で処理して放流する仕組みを持った最終処分場に埋め立てられます。

